
施工体制台帳・再下請負通知書
・労務安全に関する届出書

　　　協力会社名：



　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

安全衛生管理に関する誓約書
　

博多港管理株式会社

作業所長 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　 所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者                                                       ㊞

工事名： 工事

記

　 貴社、発注の上記工事施工にあたり、労働基準法、労働安全衛生法、労働安全衛生規則及び関係法令

に定められた、事業者としての全ての業務を遂行するほか、安全衛生については、下記の条項を遵守する

ことを誓約いたします。

【誓 約 条 項】

１．貴社の統括安全衛生責任者その他安全担当者及び災害防止協議会の指示、命令に従います。

２．貴社が実施する災害防止協議会、安全衛生教育・訓練、安全行事には、関係労働者共々積極的に参加致します。

　　又、当社においても同種の会議、安全行事及び安全パトロールを実施し、災害の防止に努めます。

３．安全衛生責任者を選任し、その者に当社の安全衛生に関する実施権限を与え、遂行する業務を明確にして現場に常駐させます。

４．雇用管理責任者を選任し、貴社の現場への入場前及び異動がある場合には作業員名簿を提出いたします。

５．作業主任者、作業指揮者を選任しなければならない作業には、資格を有する者を選任し、配置いたします。

６．満１８歳未満及び満６０歳以上の労働者を使用する場合は、事前に就労届を提出し、当社の責任において就労させます。

７．貴社現場に入場する労働者については、法令で定める健康診断を受けさせ、必要があれば健康診断書（写）を提出いたします。

８．建設機械、車両、移動式クレーン、クレーン・デリック、玉掛作業、ガス溶接・溶断、電気取扱等その他免許及び資格を要する業務

　　については、免許取得者、有資格者に実施させます。又、貴社から要求がある場合は、資格証を提示いたします。

９．保護帽、安全帯、救命胴衣他、現場に必要な保護具については、当社の責任において調達整備し、作業員に確実に使用させます。

10.当社が持込む船舶、機械は、使用に先立ち貴社による検査証、本体の確認を受けた後、使用いたします。又、日常の始業前点検

　　等は当社の責任において実施、その記録を保管し、必要があれば提示いたします。

11.作業を行うための安全設備（仮設備含む）、安全要員については、当社の責任において設置または配置いたします。

12.当社担当現場の安全設備、標識の保守管理は、当社の責任において実施します。又、現場内の整理整頓に努めます。

13.火気使用については、火元使用責任者を定め、十分な防火管理を行わせます。

14.災害・事故が発生した場合は、被災者の救護と二次災害の防止に努め、貴社の指導のもとに災害・事故の処理にあたります。

15.貴社より請負った工事を当社が更に下請施工させる場合は、この諸事項を当社の責任において確実に履行させます。

16.誓約書に違反して貴社に損害を与えた場合及び万一当社の責任において災害・事故が発生した場合は、一切の責任は当社に

　　おいて負い、貴社に対してはいささかもご迷惑をお掛けいたしません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

安全衛生責任者・雇用管理責任者選任届
　

博多港管理株式会社

作業所長　　　　　　　　　　　　　　　殿

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住 　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　     ㊞

記

　 下記の者を安全衛生責任者及び雇用管理者を選任しましたのでお届けいたします。

安
全
衛
生
責
任
者

氏
名

ふりがな 年
月

入
社

昭 和　　
平 成

  　年  　 月

年
令

　　　　年　　月　　日生（満　　才）
年
数

経
験

　　年　　　ヶ月

現
住
所

資
格

免
許

自宅℡

雇
用
管
理
責
任
者

氏　 名                   生年月日

役職名

自宅住所                ℡

担当工事の工期 　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

賃金締め切り日 締　切　日  　 毎月           日

支払日 支　払　日 　  毎月           日

【安全衛生責任者の職務】 【雇用管理責任者の職務】

１．元請が実施する災害防止協議会への参加。 １．労働者の募集、雇い入れ及び配置。

２．統括安全衛生責任者との連絡調整。 ２．労働者の技能向上。

３．統括安全衛生責任者からの連絡事項の関係者への連絡。 ３．職業、生活の環境の整備。

４．上記連絡事項の実施についての管理。 ４．労働者名簿、賃金台帳の作成。

５．安全衛生責任者が計画する作業計画と元請の施工計画との調整５．労働者災害補償保険、雇用保険及び中小企業退職金共済

６．作業実施に伴う労働災害に係わる危険の有無の確認。 　　制度、その他労働者の福利厚生に関すること。

７．二次以降の下請の安全衛生責任者との作業間の連絡調整。



平成　　年　　月　　　日

年 少 者 ・ 高 令 者 就 労 届
　

博多港管理株式会社

  作業所長 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住 　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　    ㊞

記

　 貴作業所の工事施工にあたり、下記の者を（年少者は１８才未満・高令者は６０才以上）当社の責任

において就労させますのでお届けいたします。

就労にあたりましては、労働基準法に定める就労制限業務には就労させません。

年
少
者（

十
八
才
未
満）

氏　　　　名 生 年 月 日 年令（満） 職　　種 作　業　内　容

高
令
者（

六
〇
才
以
上）

氏　　　　名 生 年 月 日 年令（満） 職　　種 作　業　内　容



全建統一様式第1号-甲

平成 年 月 日

再下請負通知書（変更届） 《再下請負関係》 再下請負業者及び再下請負契約関係について次の通り報告いたします。

会  社 
名

直 近 上 位 の 代表者名
注 文 者 名 【報告下請負業者】

〒 住　　所
電 話 番

号

〒
現場代理人名 殿 住 所
（ 所 長 名 ） ＴＥＬ － － （ＴＥＬ ）

ＦＡＸ － － 工 事 名
称

及 び元請名称 会　社　名

代 表 者 名 ㊞ 工　　期
自 年 月 日

契 約 日 年 月 日

《自社に関する事項》 至 年 月 日

工 事 名
称

及 び
工 事 内

建 設 業
の

許　　可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣  　特定

第 号 年 月 日
知事  　一般

工事業
大臣  　特定

第 号 年 月 日

工　　期
自 平成 年 月 日 注文者と

の契約日
平成 年 月 日

知事  　一般

至 平成 年 月 日
現 場 代 理 人 名 安全衛生責任者名

建 設 業
の

許　　可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣  　特定

第 号 平成 年 月 日 　権限及び
　意見申出方法

安全衛生推進者名知事  　一般

工事業
大臣  　特定

第 号 年 月 日
知事  　一般

※主任技術者名
専 任

雇用管理責任者名
非 専 任

監　督　員　名 安全衛生責任者名
資　格　内　容 ※専門技術者名

　権限及び
　意見申出方法

安全衛生推進者名
資 　 格 　 内 　 容

現場代理人名 雇用管理責任者名 　※登録基幹技能者
　※名・種類 担 当 工 事 内 容

　権限及び
　意見申出方法

・工事下請け契約約款に記載のとおり　
・文書による

※専門技術者名 -

　外国人建設就労者の
　従事の状況（有無）

有 無
外国人技能実習生の
従事の状況（有無）

有 無
専 任 資 　 格 　 内 　 容 -※主任技術者名
非 専 任

健康保険
等の加入

状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

　資　格　内　容 -
加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

担 当 工 事 内 容
事業所

整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

※登録基幹技能者
※名・種類

- ６ 健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外される
場合は「適用除外」を○で囲む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄には、事業所整理記号
及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、厚生年金保
険欄には、事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、
労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号をそれぞれ記載する。なお、この様式左側について、直近
上 位 の 注 文 者 と の 請 負 契 約 に 係 る営 業 所 以 外 の 営 業 所 で 再 下 請 負 業 者 と の 請 負 契 約 を 行 う 場 合 に は 欄 を そ れ ぞ れ 追 加 す る 。

111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111

外国人建設就労者の
従 事 の 状 況 （ 有 無 ）

有 無
外国人技能実習生の従事
の状況（有無）

有 無

健康保険
等の加入

状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 ※［主任技術者、専門技術者、登録基幹技能者の記入要領］

１
２

３
４

主任技術者の配属状況について［専任・非専任］のいずれかに○印を付すこと。
専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（一式
工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門者術者を兼ねることができる。）複数の専門工事を施工するために複
数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。
登録基幹技能者が複数いる場合は、適宣欄を設けて全員を記載する。
主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する。）

（記入要領） １
２

３

４
５①

　②

報告下請負業者は直近上位の注文者に提出すること。
再下請負契約がある場合は、《再下請負契約関係》欄（当用紙の右部分）を記入するとともに、次の契約書類（公共工事以外は
請負代金額の記載は不要）の写しを全ての階層について提出する。なお、再下請が複数ある場合は、《再下請負契約関係》欄
をコピーして使用する。
①請負契約書、〈注文書・請書等〉　②請負契約約款
一次下請負業者は、二次下請負業者以下の業者から提出された書類とともに様式第１号－乙に準じ下請負業者編成表を作成
の上、元請に届け出ること。
この届出事項に変更があった場合は直ちに再提出すること。
出入国及び難民認定法（昭和26年政令第319号別表第１の２の表の技能実習の在留資格を決定された者
（以下「外国人技能実習生」という。）が、当該建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。
同法別表第１の５の表の上欄の在留資格が決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」とい
う。）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲む。

① 経験年数による場合
　1）大学卒［指定学科］　　　　　　 3年以上の実務経験
　　（短大・高専卒業者を含む。）
　2）高校卒［指定学科］　　　　　　 5年以上の実務経験
　3）その他　　　　　　　　　　　　10年以上の実務経験

② 資格等による場合
　1）建設業法「技術検定」
　2）建築士法「建築士試験」
　3）技術士法「技術士試験」
　4）電気工事士法「電気工事士試験」
　5）電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
　6）消防法「消防設備士試験」
　7）職業能力開発促進法「技能検定」



全建統一様式第１号－乙 平成　　年　　月　　日

下請負業者編成表
（一次下請負業者＝作成下請負業者）

工
事

会　　　社　　　名

安全衛生責任者

主  任  技  術  者

専  門  技  術  者

担当工事内容

工 期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

(二次下請負業者） (二次下請負業者） (二次下請負業者）

工
事

会　　　社　　　名

工
事

会　　　社　　　名

工
事

会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

専  門  技  術  者 専  門  技  術  者 専  門  技  術  者

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　 日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

（三次下請負業者） （三次下請負業者） （三次下請負業者）

工
事

会　　　社　　　名

工
事

会　　　社　　　名

工
事

会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

専  門  技  術  者 専  門  技  術  者 専  門  技  術  者

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

（四次下請負業者） （四次下請負業者） （五次下請負業者）

工
事

会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

工
事

会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

専  門  技  術  者
工

専  門  技  術  者 専  門  技  術  者

担当工事内容
事

担当工事内容 担当工事内容

工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日 工期 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

（記入要領）　１　一次下請負業者は、二次下請負業者以下の業者から提出された「届出書」（様式１号－甲）に基づいて本表を作成

　　　　　　　　　 の上、元請に届出ること。

                 2　この下請負業者編成表でまとめきれない場合には、本様式をコピーするなどして適宜使用すること。



 全建統一様式2号   
平成　　年　　月　　　日

下 請 負 業 者 の 皆 さ ん へ

【元請負業者】

  会 社 名 博多港管理株式会社

 事業所名

　　　　　　　　　施工体制台帳作成建設工事の通知

　 当工事は、建設業法（昭和24年法律第100号）第24条の7に基づく施工体制台帳の作成を要する建設工

事です。

　 この建設工事に従事する下請負業者の方は、一次、二次等の層次を問わず、その請け負った建設工事を

他の建設業を営む者（建設業の許可を受けていない者を含みます。）に請け負わせたときは、速やかに次

の手続きを実施して下さい。

　 なお、一度提出いただいた事項や書類に変更が生じたときも、遅滞なく、変更の年月日を付記して再提

出しなければなりません。

　①再下請負通知書の提出 

　　 建設業法第24条の7第2項の規定により、遅滞なく、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14条） 

　　 第14条の4に規定する再下請負通知書により、自社の建設業登録や主任技術者等の選任状況及び再下

　　 請負契約がある場合はその状況を、直近上位の注文者を通じて元請負業者に報告されるようお願いし

　　 ます。

　　　  一次下請負業者の方は、後次の下請負業者から提出される再下請負通知をとりまとめ、下請負業者

　　 編成表とともに提出してください。

　②再下請負業者に対する通知 

　      他に下請負を行わせる場合は、この書面を複写し交付して、「もしさらに他の者に工事を請け負わ 

　　 せたときは、『再下請負通知書』提出するとともに、関係する後次の下請負業者に対してこの書面

　　 の写しの交付が必要である」旨を伝えなければなりません。

　なお、当工事の概要は次の通りですが、不明な点は下記の担当者に照会ください。

元  請  名 　　博多港管理株式会社

発注者名

工  事  名

監督員名
権 　 　 　 　 　 限 ・契約書に記載のとおり
及 び

意見申出方法 ・文書による

提出先及
び担当者

（注）
下請負契約の総額が3,000万円(建築一式工事の場合は、4,500万円)以上となり、施工体制台帳の作成を
要する工事は全ての一次下請負人に対して書面により通知するとともに、この書面を工事現場の見やすい
場所に掲示すること。（第24条の7）



全建統一様式3号
年 月 日

施 工 体 制 台 帳 《下請負人に関する事項》

[ 会 社 名 ] 博多港管理株式会社 会社名  代表者名

[事業所名] 博多港管理㈱   作業所 住所
電話番号

〒  

 （TEL － － ）

建設業の
許 可

許 可 業 種 許 可 番 号 許 可 ( 更 新 ) 年 月 日 工事名称
及び

工事内容
 土木、とび・土工、石、鋼構造

物、ほ装、しゅんせつ、水道
施設

工事業 大臣　特定 第 60169 号 平成 年 5 月 11 日
知事　一般

工事業
大臣　特定

第 号 年 月 日
工期

自 平成  年  月 日
契約日 平成 年 月 日知事　一般

至 平成  年  月 日

工事名称
及 び
工事内容

建設業の
許可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可(更新)年月日

工事業
大臣　特定

第 号 平成 年 月 日発注者名
及 び
住 所

知事　一般
〒

工事業
大臣　特定

第 号 年 月 日

工 期
自 平成 年 月 日

契約日 平成 年 月 日
知事　一般

至 平成 年 月 日

現 場 代 理 人 名 安 全 衛 生 責 任 者 名

契約
営業所

区分 名称 住所

元請契約 博多港管理株式会社　本社 福岡市中央区港2丁目3番25号
権限及び
意見申出方法

・工事下請契約約款に記載のとおり　　　　　　　　
・文書による

安 全 衛 生 推 進 者 名

下請契約 同上 同上 ※ 主 任 技 術 者 名
専 任

雇 用 管 理 責 任 者 名
非 専 任

同上
資格内容 ※ 専 門 技 術 者 名 -

発 注 者 の
監 督 員 名

 
権 限 及 び
意 見 申 出 方 法

・請負契約書に記載のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　
・文書による

資格内容 -

※登録基幹技能者
※名・種類

-
監 督 員 名  

権 限 及 び
意 見 申 出 方 法

・請負契約約款に記載のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　
・文書による

担当工事内容 -

現 場
代 理 人 名

 
権 限 及 び
意 見 申 出 方 法

・請負契約約款に記載のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　
・文書による

外国人建設就労者の従事の
状況（有無）

有 無
外国人技能実習生の従事の
状況（有無）

有 無監 理 技 術 者 専 任
 資 格 内 容 指定建設業監理技術者

主任技 術者 名 非 専 任
専 門
技 術 者 名

-
専 門
技 術 者 名

-

健康保険
等の加入

状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

資 格 内 容 - 資 格 内 容 -
加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

担 当
工 事 内 容

-
担 当
工 事 内 容

-

外国人建設就労者
の従事の状況（有無）

有 無
外国人技能実習生
の従事の状況（有無）

有 無

６  ①
 

　  ②

７ 1

出入国及び難民認定法（昭和26政令319号）別表第１の２の表の技能実習の在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が、当該建設工事に従事する場合は「有」、従事す
る予定がない場合は「無」を○で囲む。
同法別表第１の５の表の上欄の在留資格が決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）が、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がな
い場合は「無」を○で囲む。
健康保険等の加入状況の保険加入の有無欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合は「加入」を、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち
一部について行っていない場合を含む）は「未加入」を、従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。事業所整理記号等の営業所の名称欄には、この様
式左側の営業所の名称欄には元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称を、右側の一次下請負人に関する事項は請負契約に係る営業所の名称を、健康保険欄に
は、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事業所整
理記号及び事業所番号を、一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号を、継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号をそれぞれ記載する。なお、この様式左側について、元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記載する。右側の一次下請負人に関
する事項については、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請負契約を行う場合には欄を追加して記載する。

健康保険等の
加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約 博多港管理㈱ 中福はかろ1031402-287 中福はかろ1031402-287 4001-020499-3
１
２

３
４

※[主任技術者、専門技術者、登録基幹技能者の記入要領]
主任技術者の配属状況について[専任･非専任]いずれかに○印を付すこと。
専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術
者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）
複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。
登録基幹技能者が複数いる場合は、適宜欄を設けて全員を記載する。
主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記載する。)

下請契約 同上 同上 同上 同上

（記入要領） １

２

３
４

５

この様式は元請が作成し、一次下請負業者を通じて報告される再下請負通知書（様式第１号－甲）を添付することにより、一次下請負業者別の施工
体制台帳として利用する。発注者及び下請負人との契約書面の写しを添付（公共工事は請負代金額の記載のあるもの）
上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載がある場合は、その写しを添付することにより記載を省略することができる。
監理技術者・主任技術者の配置状況について「専任・非専任｣のいずれかに○印を付けること。
専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。
（監理技術者・主任技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）
監理技術者・主任技術者および専門技術者について次のものを添付すること。
①資格を証するものの写し②自社従業員である証明書類の写し（従業員証、健康保険証など）

①経験年数による場合
1)大学卒[指定学科]3年以上の実務経験
（短大・高専卒業者を含む。）
2)高校卒[指定学科]5年以上の実務経験
3)その他10年以上の実務経験

②資格等による場合
1)建設業法｢技術検定｣
2)建築士法｢建築士試験｣
3)技術士法｢技術士試験｣
4)電気工事士法｢電気工事士試験｣
5)電気事業法｢電気主任技術者国家試験等｣
6)消防法｢消防設備士試験｣
7)職業能力開発促進法｢技能検定｣



全建統一第4号

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

発 注 者 名
工 期

自 　平成    年　　   月　　　   日 施工場所　  

工 事 名 称 至　 平成    年　　   月　　     日

一次 二次 三次 四次

元    請    名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

  監 督 員 名 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

監 理 技 術 者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

専 門 技 術 者 名
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

専 門 技 術 者 名 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

担当工事内容 一次 二次 三次 四次

元方安全衛生管理者 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

会　　　　　長
統括安衛責任者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者

書     記 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

副　　会　　長
一次 ニ次 三次 四次

会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

一次 ニ次 三次 四次

会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者

※この書類は、下請負業者編成表に基づき、元請業者が作成する。 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

一次 三次 四次

会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名 会　　　社　　　名

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者 主  任  技  術  者

工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者
工
事

専  門  技  術  者

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日 工期 　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日



作　　業　　員　　名　　簿
（　　　　　年　　　　　月　　　　　日作成) 元請

確認欄事業所の名称  本書面に記載した内容は、作業員名簿として安全衛生管理や
 労働災害発生時の緊急連絡対応のために元請業者に提示する

 ことについて、記載者本人は同意しています。所 長 名 年　　　月　　　日

一次会社名 （ 次)会社名

代表者名
 　      ㊞

代表者名
㊞

[建退共加入の有無　有・無] [建退共加入の有無　　有・無]

番
号

ふりがな
職
種

＊１

雇入年月日 生年月日 　現　住　所 最　近　の
健康診断日 既往症・治療中・

異常所見
現在具合が悪い所

血
液
型

特　　　殊
健康診断日

健康保険
７

教　育・資　格・免　許 入場年月日 建退共
手帳　

所有の　
有無

（TEL ）
年金保険

８

氏 名 経験年数 年　　齢 　家　族　連　絡　先 血　　圧 種　　類
雇入･職長
特別教育

技能講習 免　許
受入教育

実施年月日雇用保険
９

（TEL 　）

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL ） 症・心疾患・腎不

　年 　歳
同上

～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

（注)１.＊印欄には次の記号を入れる。 ２．作業員名簿に記載される作業員は、当該工事に従事する見込の者を必要最小限報告し、

 …現場代理人  …作業主任者（正副2名を選任すること)  …女性作業員  …18歳未満の作業員 　　追加の都度この様式で提出する。

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育（※)  …危険有害業務・再発防止教育 ３．経験年数は現在担当している仕事の経験年数を記入する。
４．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。

（※)能力向上教育は、平成3年1月21日付旧労働省労働基準局基発第39号「安全衛生教育の推進について」により定められた職長等の「
能力向上教育に準じた教育」を指す。

５．資格・免許等の写しを添付することになるが、その場で本証とチェック出来れば不要。
６．建退共手帳所有の有無については、該当するものに○で囲む。
７．左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）、右欄に健康保険被保険者証の番号の下４けた
　（番号が４桁以下の場合は当該番号）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用
　　除外である場合には、左欄に「適応除外」と記載。
８．左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。
９．右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用
　　保険の適用除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

全建統一様式第5号準拠



作　　業　　員　　名　　簿
（　　　　　年　　　　　月　　　　　日作成) 元請

確認欄事業所の名称  本書面に記載した内容は、作業員名簿として安全衛生管理や
 労働災害発生時の緊急連絡対応のために元請業者に提示する

 ことについて、記載者本人は同意しています。所 長 名 年　　　月　　　日

一次会社名 （ 次)会社名

代表者名
 　     ㊞

代表者名
㊞

[建退共加入の有無　有・無] [建退共加入の有無　　有・無]

番
号

ふりがな
職
種

＊１

雇入年月日 生年月日 　現　住　所 最　近　の
健康診断日 既往症・治療中・

異常所見
現在具合が悪い所

血
液
型

特　　　殊
健康診断日

健康保険
７

教　育・資　格・免　許 入場年月日 建退共
手帳　

所有の　
有無

（TEL ）
年金保険

８

氏 名 経験年数 年　　齢 　家　族　連　絡　先 血　　圧 種　　類
雇入･職長
特別教育

技能講習 免　許
受入教育

実施年月日雇用保険
９

（TEL 　）

1

なかむら　あきら

空調設備 現

S59年4月6日 S34年２月25日
東京都杉並区上高井戸2-8-18-404

H24年６月14日
１ 有る

Ａ
年　月　日 協会けんぽ 1690 年　月　日 有［糖尿病・高血圧

中村　明

（TEL 092-781-2390 ） 症・心疾患・腎不
厚生年金

２９年 ５３歳
同上

125～82
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
2136２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

年　月　日 年　月　日 年　月　日
１ 有る

年　月　日 年　月　日 有［糖尿病・高血圧
（TEL 　） 症・心疾患・腎不

年 歳 ～
全・その他

年　月　日 無（　　　　　）］
（TEL 　） ２ 無い

（注)１.＊印欄には次の記号を入れる。 ２．作業員名簿に記載される作業員は、当該工事に従事する見込の者を必要最小限報告し、

 …現場代理人  …作業主任者（正副2名を選任すること)  …女性作業員  …18歳未満の作業員 　　追加の都度この様式で提出する。

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育（※)  …危険有害業務・再発防止教育 ３．経験年数は現在担当している仕事の経験年数を記入する。
４．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。

（※)能力向上教育は、平成3年1月21日付旧労働省労働基準局基発第39号「安全衛生教育の推進について」により定められた職長等の「
能力向上教育に準じた教育」を指す。

５．資格・免許等の写しを添付することになるが、その場で本証とチェック出来れば不要。
６．建退共手帳所有の有無については、該当するものに○で囲む。
７．左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）、右欄に健康保険被保険者証の番号の下４けた
　（番号が４桁以下の場合は当該番号）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用
　　除外である場合には、左欄に「適応除外」と記載。
８．左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。
９．右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用
　　保険の適用除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

全建統一様式第5号準拠



全建統一様式第9号

平成  年　　月

移動式クレーン
持込機械等 等 使用届

車両系建設機械

事業所の名称 一次会社名

所　　長　　名 殿 持込会社名
（　　　　　次）

代 表 者 名  　㊞

電　　　　 話

このたび、下記機械等を裏面の点検表により、点検整備のうえ持込・使用しますので、お届けし

ます。なお、使用に際しては関係法令に定められた事項を遵守します。

使　用　会　社　名 代　　表　　者　　名

印

名  称 メーカー 規格・性能 製造年 管理番号
（整理番号）

機　　　　　　械　 　　　　　年

持 込 年 月 日 　　　年　月　日
使用場所

自社・リースの区別

搬出予定年月日 　　　年　月　日 　自社 　・ 　リース

運　　転　　者　　
（取扱者）

氏　　　名 資　　格　　の　　種　　類

（正）

（副）

有
効
期
限

自
主
検
査

定
期

年次 　　　　年　　月　　日

移動式クレーン等の
性能検査有効期限

　年　　月　　日

自  動  
車検　査　
証有効期

限

　年　　月　　日月次 　　　　年　　月　　日

特　　定 　　　　年　　月　　日

任意保険 加入額
対人 千円 搭乗者 千円 有 効 期 限

対物 千円 その他 千円 　　　年　　月　　日

機械等の特性・その他その　
使用上注意すべき事項

元　請　確　認　欄 受　理　番　号 受　理　証　確　認　者
担
当
者

　　　　　年　　月　　　日



持 込 時 の 点 検 表

所　　　有　　　会　　　社　　　名 代 　　　表 　　　社　 　　名

㊞

移　動　式　ク　レ　ー　ン　等 車　両　系　建　設　機　械　等

点　検　事　項
点検結果

点　検　事　項
点検結果

（ａ） （ｂ） （ａ） （ｂ） 機　　械　　名

Ａ
　
ク
レー

ン
上
部

安 巻 過 防 止 装 置
Ｄ
　
安
　
全
　
装
　
置

各
種
ロ
ッ
ク

旋           　 　          回 1 ,ｸﾚｰﾝ

全 過 負 荷 防 止 装 置 バ 　 　 ケ 　 　 ッ 　 　 ト 2 ,移動式ｸﾚｰﾝ

装 フ ッ ク の は ず れ 止 め ブ ー ム ・ ア ー ム 3 ,ﾃﾞﾘｯｸ

置 起 伏 制 御 装 置 4 ,ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

旋 回 警 報 装 置 5 ，建設用ﾘｽﾄ

制 主 　 巻 　 ・ 　 補 　 巻 6 ，高所作業車

御 起 　 伏 　 ・ 　 旋 　 回 警 　 　 報 　 　 装 　 　 置 7 ,ｺﾞﾝﾄﾞﾗ

装 ク  　  ラ 　   ッ 　   チ ア 　 ウ 　 ト 　 リ 　 ガ 8 ,ﾌﾞﾙ･ﾄﾞｰｻﾞｰ

置 ブ レ ー キ ・ ロ ッ ク ヘ 　 ッ 　 ド 　 ガ 　 ー 　 ド 9 ,ﾓｰﾀｰ･ｸﾞﾚｰﾀﾞｰ

・ ジ　　　　　　　　　　ブ 照　　　　　　　　　　　明 10,ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙ

（

上
部
旋
回
体）

作 滑　　　　　　　　　　車
Ｅ
　
作
　
業
　
装
　
置

操 　 　 作 　 　 装 　 　 置 11,ずり積機

業 フ ッ ク ・ バ ケ ッ ト バ ケ ッ ト ・ ブ レ ー ド 12,ｽｸﾚｰﾊﾟｰ

装 ワイヤロープ・チェーン ブ ー ム ・ ア ー ム 13,ｽｸﾚｰﾌﾟ･ﾄﾞｰｻﾞｰ

置 玉 　 　 掛 　 　 用 　 　 具 ジ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ブ 14,ﾊﾟﾜｰ･ｼｮﾍﾞﾙ

そ 操 　 　 作 　 　 装 　 　 置 リ 　 　 　 　 ー 　 　 　 　 ダ 15,ﾄﾞﾗｸﾞ･ｼｮﾍﾞﾙ

の 性 　 　 能 　 　 表 　 　 示 ハンマ・オーガ・バイブロ       （油圧ｼｮﾍﾞﾙ)

他 照　　　　　　　　　　明 油 圧 駆 動 装 置 16,ﾄﾞﾗｸﾞﾗｲﾝ

Ｂ
　
車
 

輌
 

部

ブ 　 　 レ 　 　 ー 　 　 キ ワイヤロープ・チェーン 17,ｸﾗﾑｼｪﾙ

走 ク 　   ラ 　   ッ  　  チ つ 　 　 り 　 　 具 　 　 等 18,ﾊﾞｹｯﾄ堀削

行 ハ 　 　 ン 　 　 ド 　 　 ル 滑 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 車 19,ﾄﾚﾝﾁｬｰ

部 タ 　 　 　 　 イ 　 　 　 　 ヤ Ｆ
 

走
 

行
 

部

ブ 　 　 レ 　 　 ー 　 　 キ 20,ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機

ク 　 　 ロ 　 　 ー 　 　 ラ 駐  車  ブ  レ  ー  キ 21,くい打機

警 　 　 報 　 　 装 　 　 置　 ブ レ ー キ ロ ッ ク 22,くい抜機

安 各 　 種 　 ミ 　 ラ 　 ー ク 　   ラ 　   ッ  　  チ 23,ｱｰｽ･ﾄﾞﾘﾙ

（

下
部
走
行
体）

方 　 向 　 指 　 示 　 機 操 　 　 縦 　 　 装 　 　 置 24,ﾘﾊﾞｰｽ･ｻｰｷｭﾚｰｼｮ

全 前 　 　 後 　 　 照 　 　 灯 タ  イ  ヤ  ・  鉄  輪      ﾝ･ﾄﾞﾘﾙ

左 折 プ ロ テ ク タ ー ク 　 　 ロ 　 　 ー 　 　 ラ 25,せん孔機

装 ア 　 ウ 　 ト 　 リ 　 ガ Ｇ
電
気
装
置

配 　 　 　 　 電 　 　 　 　 盤 26,ｱｰｽ･ｵｰｶﾞｰ

昇 　 　 降 　 　 装 　 　 置 配 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 線 27,ﾍﾟｰﾊﾟｰ･ﾄﾞﾚｰﾝ･ﾏｼﾝ

置 ベ　　　ッ　　　セ　　　ル 絶 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 縁 28,地下連続壁施工機械

後  方  監  視  装  置 ア 　 　 　 ー 　 　 　 ス 29,ﾛｰﾗｰ

Ｃ
ゴ
ン
ド
ラ

突  　 　 り 　 　 ょ 　 　 う 30,ｸﾛｰﾗﾄﾞﾘﾙ
作 　 　  　  業 　 　   　 床 Ｈ

そ
の
他

船 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 体 31,ﾄﾞﾘﾙｼﾞｬﾝﾎﾞ
昇 　 　 降 　 　 装 　 　 置 機 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 関 32,ﾛｰﾄﾞﾍｯﾀﾞｰ
電 　 　 気 　 　 装 　 　 置 ウ イ ン チ ・ ア ン カ － 33,ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾝｲｼｬｰ
ワ イ ヤ ・ ラ イ フ ラ イ ン 電 　 　 気 　 　 装 　 　 置 34,ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ

点     年　  月　　日 点 点 　　年　　月　　日 点 35,ﾛｰﾄﾞﾌﾟﾚｰﾅ
(a) 検 検 印 (b) 検 検 印 36,ﾛｰﾄﾞｶｯﾀｰ

日 日 日 日 37,コンクリート吹付機

（注) １.持込機械等の届け出は、当該機械を持ち込む会社（貸与を受けた会社が下請の場 38,ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼｰﾝ

　合はその会社）の代表者が所長に届け出ること。 39,重ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ

２．点検表の点検結果欄には、該当する箇所へ　レ　印を記入すること。 40,ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ

３．自社の点検表にて点検表を貼付する。（転機の必要はなし） 41,ﾄﾞﾗｯｸﾐｷｻｰ

４．機械名１，から６，まではＡ，Ｂ欄を、７，はＣ欄を、８，から３８，まではＤ，Ｅ，Ｆ，Ｇ 42,散水車

　　欄を、３８，から４３，まではＢ欄を、４４，はＢ，Ｄ，Ｅ欄を使用して点検すること。 43,不整地運搬車

５．点検結果の（a）は、機械所有会社の確認欄とし、（b)は持込会社又は機械使用会 44,ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車

　　社の確認欄とする。元請が確認するときは、（b)の欄を利用すること。 45,その他



年　　　月　　　日

( 自 航 式 )

持込機械等 作 業 船 　使用届
非 航 式

事業所の名称 一次会社名

所　　長　　名 殿 持込会社名
（　　　　　次）

代 表 者 名 ㊞

電　　　　 話

このたび、下記機械等を下記の点検表により、点検整備のうえ持込・使用しますので、お届けします。
　　 なお、使用に際しては関係法令に定められた事項を遵守します。

作　　　　業　　　　船　　　　名 規　格　・　能　力 使　用　期　間 取扱責任者（船長）

D－ｐｓ
 　平成　　年　　月　　日

     ～
（Ｌ） （Ｂ） （Ｄ）

× × 　 平成　　年　　月　　日

持 込 時 の 点 検 表

自 航 式　　作 業 船　　点 検 事 項 結果（ι） 非 航 式　　作 業 船　　点 検 事 項 結果（ι）

船体・機関部 船体・機関部

操蛇装置の機能 シャー・ブーム・リーダー

推進装置の機能 ジープ・フック・ワイヤーロープ

警音装置の機能 ウインチ・回転部のカバー

回転部のカバー クラッチ・ブレーキ・コントローラーの機能

ロープ・ワイヤーロープ 油圧・電気装置の機能

ビルジ・廃棄物の処理 警報装置の機能

法定標識・灯火 ビルジ・廃棄物の処理

救命浮環・救命胴衣・医薬品 法定標識・灯火

消火器 救命浮環・救命胴衣・医薬品

自主検査の記録 消火器

船舶検査証 自主検査の記録

その他の検査証 検査証（ｸﾚｰﾝ等）

上記の持込機械等使用届けを受理します。 受理年月日　　平成　　　年　　　月　　　日　受理Ｎｏ．

所　長 担　当 受 理 証 交 付 欄
  



全建統一様式第11号 元  請

確認欄

平成  年　　月　　日

    有機溶剤 ・ 特定化学物質等持込使用届

　　　　　　　一次会社名

工事事務所 　　　　　　　使用会社名

　　　　　　　（　　　　　次）

所長 殿 　　　　　　　現場代理人

　　　　　　　（現場責任者）

　 このたび、下記の有機物質・特定化学物質等を持込・使用するのでお届けします。なお、使用に際しては、

　 ＭＳＤＳ（化学物質等データーシート）内容を掲示し、作業員に対して周知を行うとともに関係法規を遵守

　します。

使 　用　 材　 料

商　　　品　　　名 メ ー カ ー 名 搬 入 量 種　　　　　　別 含　　有　　成　　分

使 　用 　場 　所

保　 管 　場 　所
使用機械　　　
又は工具

使   用 　期   間 年　　　　　月　　　　　日　～　　　　年　　　　　月　　　　　日　（予　定）

作 業 主 任 者等
　氏　　 　　名

　作業手順書　　　　　　　　添　付　（　有　　・　　無　 ）　

Ｍ 　Ｓ　 Ｄ　 Ｓ   Ｍ  Ｓ  Ｄ  Ｓ               添　付 　（　有　　・　　無　）

換 気 方 法・種 類

　　（注）　１．商品名、種別、含有成分等は材料に添付されているラベル成分表等から写し、記入して下さい。

　　　　　　 ２．危険物とは、ガソリン、軽油、灯油、プロパン、アセチレンガスなどをいう。

　　　　　　 ３．有害物とは、塗装、防水などに使用する有機溶剤、特定化学物質などをいう。

印



参考様式第6号

　平成　　年　　月

電 動 工 具
持込機械等 等 使用届

電気溶接機

事業所の名称 一次会社名

所　　長　　名 殿 持込会社名
（　　　　　次）

代 表 者 名  　㊞

電　　　　 話

このたび、下記機械等を裏面の点検表により、点検整備のうえ持込・使用しますので、お届けし

ます。なお、使用に際しては関係法令に定められた事項を遵守します。

記

番号 機　　械　　名
規格 管理番号 持 込 年 月 日

点検者 取扱者
性能 受理番号 搬出予定年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

機械等の特性・その他その使
用上注意すべき事項

元　請　確　認　欄 受　理　証　確　認　者

担
当
者

　　　　　年　　月　　　日



持 込 時 の 点 検 表 点 検　　　年　　月　　日

電　動　工　具　・　電　気　溶　接　機　等
機　　械　　名

　　番　　号
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

点検事項 　①電動カンナ

ア   ー   ス   線 　②電動ドリル

接 地 ク ラ ン プ 　③電動丸のこ

キ ャ ッ プ タ イ ヤ 　④グラインダー等

コ   ネ   ク   タ 　⑤アーク溶接機

接 地 端 子 の 締 結 　⑥ウインチ

充 電 部 の 絶 縁 　⑦発電機

自 動 電 撃 防 止 装 置 　⑧トランス

絶 縁 ホ ル ダ ー 　⑨コンプレッサー

溶 接 保 護 面 　⑩送風機

操 作 ス イ ッ チ 　⑪ポンプ類

絶 縁 抵 抗 測 定 値 　⑫ミキサー類

各種ブレーキの作動 　⑬コンベアー

手  す  り   ・ 囲  い 　⑭吹付機

フ ッ ク の は ず れ 止 め 　⑮ボーリングマシン

ﾜ ｲ ﾔ ｰ ﾛ ｰ ﾌ ﾟ ・ ﾁ ｪ ｰ ﾝ 　⑯振動コンパクター

滑 　 　 　 　 　 　 　 　 　 車 　⑰バイブレーター

回 転 部 の 囲 い 等 　⑱鉄筋加工機

危 　 険 　 表 　 示 　⑲電動チェーンブロック

そ　　　　　の　　　　　他 　⑳その他

（注) １.持込機械等の届け出は、当該機械を持ち込む会社（貸与を受けた会社が下請の場
　合はその会社）の代表者が所長に届け出ること。

２．点検表の点検結果欄には、該当する箇所へ　レ　印を記入すること。

３．絶縁抵抗の測定については、測定値（ＭΩ）を記入すること。

４．持込機械届受理証を持込機械に貼付すること。



参考様式第8号 元 請

確 認 欄

平成  年　　月　　日

工　事　用　車　両　届
　　　　　　　　　　　 通　勤　　

事業所の名称 一 次 会 社 名

所　　長　　名 殿 使 用 会 社 名

（ 次 ）

現 場 代 理 人

㊞（ 現場責任者 ）

下記の通り車両を運行しますので、　お届けいたします。

使 用 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

所 有 者 氏 名 安全運転管理者氏名

車

両

型 式 車 両 番 号

車 検 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

運

転

者

氏 名 生 年 月 日 年 月 日

住 所

免 許 の 種 類 免 許 番 号

自

賠

責

保 険 会 社 名 証 券 番 号 号

保 険 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

任

意

保

険

保 険 会 社 名 証 券 番 号 号

対 人 万円 対　物 万円 搭乗者 万円

保 険 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

運 行 経 路 自 ～経由 ～経由 ～至

（注）１． この届出書は車両１台ごとに提出すること。
２． この届出書に 「任意保険」 の証書 （写） を添付し提出すること。
３． 運転者が変わった場合はその都度届出ること。



全建統一様式第8号 元　 請

確認欄

　　　平成　　年　　月　　日

     火　 気　 使　 用　 願

　　　　　　　　　　　　　　　一次会社名

 　工事事務所　　　　　　使用会社名

　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　次）

所長 　　　　　　殿　　　　　　　　現場代理人

　　　　　　　　　　　　　　　（現場責任者）

　　下記の要領で火気を使用したく許可願います。なお、火気使用終了時には、必ずその旨報告いたします。

使　用　場　所

使　用　目　的
溶接、溶断、圧接、防水、感想、採暖、湯沸、 使　 用 　期　 間  月　　日～　　月　　日

炊事、その他（　　　　　　　　　　　　　　　） 使用時間（原則） 時　　分～　　時　　分

火 気 の 種 類 電気、ガス、灯油、重油、木炭、薪、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

管　理　方　法
消火器、防火用水、消化砂、防災シート、受皿、標識、監視、

取扱上の注意（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

火 元 責 任 者   
(後始末巡回者）

火気使用責任者

　　※　使用目的、火気の種類、管理方法は該当事項を○で囲んで下さい。

許　可　　第　　　　　   　号 （許可年月日）　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

火　 気 　使 　用　 許　 可
                 防　火　管　理　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                 担　  当  　係  　員　　　　　　　　　　　　　　　　　

許　　　可　　　条　　　件

　　※　毎日時間で管理する場合は、この様式を参考にして書式を作成して下さい。

印

印

印



実　務　経　験　証　明　書

下記の者は、 工事に係る 工事に関し、下記

のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。

平成 年 月 日

（証明者）

会 社 名

代表者名 ㊞

技 術 者 の 氏 名 生年月日 昭和 年 月 日
使用された
期　　　　間

使用者の商号又は名称

職　　　　　　　　　　名

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

H 年 月 ～ H 年 月 ヶ月

使用者の証明を得る
こ と が で き な い 場 合

その理由

合計 満 年 月 ヶ月

証 明 者 と 被 証 明 者
と の 関 係



実　務　経　験　証　明　書

下記の者は、 博多港係留施設 工事に係る 海上クレーン 工事に関し、下記

のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。

平成 28 年 4 月 1 日

（証明者）

会 社 名 　　　堀川　海事有限会社

代 表 者 名 　　　　　　堀川　政昭

技 術 者 の 氏 名 堀川　成昭 生年月日 昭和 49 年 8 月 18 日
使用された
期　　　　間

平成8年5月から
平成23年7月ま
で使用者の商号又は名称 堀川　海事有限会社

職 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 名

移動式クレーンオペレーター アイランドシティ地区平成8年度（-7.5m）岸壁築造工事 H 8 年 5 月 ～ H 9 年 3 月 11 ヶ月

〃 アイランドシティ地区平成9年度外周護岸築造工事 H 9 年 4 月 ～ H 10 年 3 月 12 ヶ月

〃 アイランドシティ地区平成10年度外周護岸（B2）築造工事 H 10 年 4 月 ～ H 11 年 3 月 12 ヶ月

〃 アイランドシティ地区平成11年度外周護岸（C1C2D1）築造工事 H 11 年 5 月 ～ H 12 年 3 月 11 ヶ月

〃 玄界漁港修築工事 H 12 年 5 日 ～ H 12 年 12 日 8 ヶ月

〃 アイランドシティ地区平成12年度外周護岸（B1B2）築造工事 H 13 年 1 月 ～ H 14 年 3 月 15 ヶ月

〃 玄界漁港広域漁港整備工事（その2） H 14 年 7 月 ～ H 15 年 3 月 9 ヶ月

〃 第四回拡張事業混合放流管築造工事 H 15 年 5 月 ～ H 16 年 3 月 11 ヶ月

〃 博多港（須崎ふ頭地区）岸壁（-12m）改良工事 H 16 年 5 月 ～ H 17 年 3 月 11 ヶ月

〃 平成17年度福岡湾地区漁場環境保全創造工事 H 17 年 6 月 ～ H 17 年 10 月 5 ヶ月

〃 平成18年度福岡湾地区漁場環境保全創造工事 H 18 年 6 月 ～ H 18 年 10 月 5 ヶ月

〃 博多港（ｱｲﾗﾝﾄﾞｼﾃｨ地区）岸壁（-15m）耐震築造外1件事 H 19 年 6 月 ～ H 20 年 3 月 10 ヶ月

〃 玄界漁港広域漁港整備工事 H 20 年 8 月 ～ H 21 年 3 月 8 ヶ月

〃 アイランドシティ地区5工区外周護岸築造工事 H 21 年 5 月 ～ H 21 年 12 月 8 ヶ月

〃 博多港（須崎ふ頭地区）岸壁（-12m）改良工事 H 22 年 5 月 ～ H 22 年 12 月 8 ヶ月

〃 博多港（中央航路地区）航路（-12m）浚渫工事（3工区） H 23 年 5 月 ～ H 23 年 7 月 3 ヶ月

使 用 者 の 証 明 を 得 る
こ と が で き な い 場 合

その理由

合計 満 12 年 3 月 147 ヶ月

証 明 者 と 被 証 明 者
と の 関 係

社　　　　員

堀
川

記　入　例



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度（　　　年　　　月～　　　年　　　月）安全衛生管理計画書
元　　請　
確認欄

安

全

衛

生

管

理

体

制

役　　　職　　　名 氏　　　　名

事業所の名称
担     当     役     員

所　　長　　名 平成　　年　　月　　日
雇 用 管 理 責 任 者

総括安全衛生責任者

安   全   管   理   者
基

本

方

針

衛   生   管   理   者

安 全 衛 生 推 進 者

工 事 担 当 責 任 者

常時使用する　　
労働者

→ 100人以上の場合 → 統括安全衛生管理者を
→  50人以上の場合 → 安全管理者、衛生管理者、産業医を
→  10人以上50人未満の場合 → 安全衛生推進者（又は衛生推進者）を選任する 会 社 名 印

重　　　点　　　施　　　策 実　　　　施　　　　項　　　　目 目　　　　標 担　　　　当
年間（年度）スケジュール

実 施 上 の 留 意 点 元　 請 　指　 導　 欄
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８年度（　２８年　　４月～　２９年　　３月）安全衛生管理計画書
元　　請　
確認欄

安

全

衛

生

管

理

体

制

役　　　職　　　名 氏　　　　名

事業所の名称  櫻井建設㈱嵐山作業所
担     当     役     員 副社長 大 野 二 郎

所　　長　　名  松本 純 一         作業所長 　　殿 平成２８年　４月　１日
雇 用 管 理 責 任 者 総務部長 鈴 木 四 郎

総括安全衛生責任者 工事部長 相 羽 洋 治 

安   全   管   理   者 安全課課長 久 保 孝 雄
基

本

方

針

１．各作業所の安全衛生管理体制を確立し、常に安全作業を最優先
衛   生   管   理   者 〃 〃

　　し、全工期、無事故・無災害を達成する。
安 全 衛 生 推 進 者 安全課係長 二 宮 和 利

工 事 担 当 責 任 者 工事部課長 山 村 明
２．安全衛生教育及び健康診断の実施。

常時使用する　　
労働者

→ 100人以上の場合 → 統括安全衛生管理者を
→  50人以上の場合 → 安全管理者、衛生管理者、産業医を
→  10人以上50人未満の場合 → 安全衛生推進者（又は衛生推進者）を選任する 会 社 名 大 野 建 設 工 業 株 式 会 社 印

重　　　点　　　施　　　策 実　　　　施　　　　項　　　　目 目　　　　標 担　　　　当
年間（年度）スケジュール

実 施 上 の 留 意 点 元　 請 　指　 導　 欄
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

①安全衛生管理体制の確立 １－１．年度安全衛生管理計画の作成 安全課長 ○ 年度初め迄に作成

   強化 １－２．本社安全課による作業所パトロールの 対象作業所 〃

　　　　 実施 月１回 安全衛生担当者

②安全衛生教育の実施 ２－１．雇い入れ・作業変更時教育の実施 随時 雇用管理責任者 テキストの選定、資料の作成

２－２．職長教育講習会の受講 随時 安全衛生担当者 講習会への参加

２－３．技能講習・特別教育講習会の受講 随時 〃 　　〃

③作業所における安全衛生 ３－１．安全施工サイクルの実施 完全実施 安全衛生責任者 作業員の全員参加

   活動の強化 ３－２．TBM・KY活動の実施 完全実施 〃 　　〃

３－３．作業手順・作業計画・作業指示の遵守 完全実施 〃 元請との打合せ、指示、確認

３－４．元請との打合せ・災防協等への参加 全作業所の徹底 〃 工事打合せ、災害防止協議会

④健康診断の実施 ４－１．雇い入れ時健康診断の実施 雇い入れ時 雇用管理責任者 健康診断機関の指定

４－２．定期健康診断の実施 年１回 〃 ○ 　　〃

４－３．フォローアップ健康診断の実施 随時 〃 対象者に対し、実施

⑤年間行事 ５－１．安全祈願 年頭 安全課長 ○

５－２．安全衛生会議 月１回 〃

５－３．安全大会 年１回 〃 ○



元　 請　　
確認欄

３
 

作
業
手
順
書

作　　業　　手　　順　　書　　の　　名　　称 提出（作成予定）年月日

作成済　　　
（提出済）

事業所安全衛生管理計画書

作成予定

事業所の名称

所　　長　　名 殿

会 　社 　名

４
　
安
全
衛
生
教
育
の
計
画

№ 教　　　育　　　内　　　容 実　施　時　期 備　　　　　考現場代理人
（現場責任者） ㊞

工 事 名 称

１

工

事

概

要

イ  工　　　 　 　　 種　

ロ  工　 事 　内　 容　

ハ  工　　　 　　 　期　

ニ  主な持込機械・設備等　

２
 

安
　
全
　
衛
　
生
　
管
　
理
　
体
　
制

店社による安全パトロール実施予定 有（月　　回）　　　　　　予定なし

５
　
健
康
診
断
の
計
画

№ 健 康 診 断 の 内 容 実　施　時　期 備　　　　　考

［安全衛生担当役員］ ［工事担当役員］

役職 氏名 役職 氏名

《

店
　
社》

［安全衛生担当責任者］ ［工事担当責任者］

役職 氏名 役職 氏名

［安全衛生担当者］ ［工事担当者］

役職 氏名 役職 氏名

６
　
重
点
的
に
実
施
し
よ
う
と
す
る
計
画

№ 実  施  内  容  と  活  動  予  定 備　　　　　考

氏 名［現 場 代 理 人］

氏 名《

事
 

業
 

所》

［安全衛生責任者］

［　次下請］ ［　次下請］ ［　次下請］

氏 名 氏 名 氏 名［職長］

作業員数（　　名） 作業員数（　　名） 作業員数（　　名）



作　業　船　定　期　自　主　検　査　記　録

船　　　　　種

船　　　　　名

形　状　寸　法
（Ｌ） （Ｂ） （Ｄ）

× ×

船　体　材　質 鋼

建 造 年 月 日 年 月

検 査 年 月 日 年 月 日

検  査  場  所

検 査 実 施 者

検査結果及び補修 船体・機関・諸設備・装置異常なし

等 の 借置 の 概要



移 動 式 ク レ ー ン 作 業 計 画 書
共同作業者

A B C

作業所
サ　イ　ン

統 責 者 元方管理者 担　　当　　者 　　【作業場所と運行経路図】　　 重要なポイントは赤で記入する。

     ｸﾚｰﾝ設置場所､作業半径､旋回方向､組合せ車両､立入禁止区画､架空電線､埋設物位置､積荷降ろし位置､玉掛責任者､玉掛者､玉外者､合図者等を記入

打 合 せ 日 平成 年 月 日

作　業　日 平成 年 月 日

機　種
油圧式ＴＣ 機械式ＴＣ ラフターＣ 車両積載型Ｃ

性　能 ｔ吊
クローラＣ クローラータワーＣ その他( )

クレーン所有会社名 運転者名

作　　　　　業　　　　　計　　　　　画
※運転者・作業責任者・玉掛責任者・玉掛者
　玉外者・合図者は本人の直筆サインで記入のこと。

Ａ Ｂ Ｃ

作 業 予 定 時 間
8 10 12 2 4 6 8 8 10 12 2 4 6 8 8 10 12 2 4 6 8

使 用 会 社 名

作 業 場 所

作 業 内 容

作　　業　　条　　件
必要な作業半径 　     ｍ 荷の重量 ｔ 必要な作業半径      　 ｍ 荷の重量 ｔ 必要な作業半径 　     ｍ 荷の重量 ｔ

必要な高さ 　　      　           m 必要な高さ 　　                 　m 必要な高さ 　    　              　m

移動式クレーンの　　
能　　　　　　　　力

可能な作業半径      　m
そのときの　　　
定格荷重

ｔ 可能な作業半径 　    m
そのときの　　　
定格荷重

ｔ 可能な作業半径       m
そのときの　　　
定格荷重

ｔ ※
定
格
荷
重（

定
格
荷
重
表
か
ら
フ
ッ
ク
及
び
吊
具
の
重
量
を
除
い
た
値）

ブームの長さ　　    　m＋ ジブの長さ　　  　m ブームの長さ　　　   m＋ ジブの長さ　   　　m ブームの長さ　　　   m＋ ジブの長さ　　   　m

玉 掛 ワ イ ヤ ー
 ワイヤー径 　　ｍ／ｍ  ワイヤー径 　　ｍ／ｍ  ワイヤー径 　　　　ｍ／ｍ

長 さ ｍ、 本 長 さ ｍ、 本 長 さ ｍ、 本

作 業 責 任 者

玉掛作業責任者

玉掛者(玉掛け)

玉掛者(玉外し)

合 図 者

合 図 の 方 法  手合図 無線 笛  手合図 無線 笛  手合図 無線 笛

地 形  平　地 傾斜地  平　地 傾斜地  平　地 傾斜地

地 盤 強 度 堅固 普通 軟弱 堅固 普通 軟弱 堅固 普通 軟弱

地盤の養生方法
皿板 サドル 敷鉄板 皿板 サドル 敷鉄板 皿板 サドル 敷鉄板

 地盤改良 良質盛土  地盤改良 良質盛土  地盤改良 良質盛土

ア ウ ト リ ガ ー
最 大 張 り 出 し

 不可 対
策

 不可 対
策

 不可 対
策 可  可  可

吊 荷 下 へ の
立 入 禁 止 措 置

 バリケード ロープ  バリケード ロープ  バリケード ロープ

 見張人 カラーコーン  見張人 カラーコーン  見張人 カラーコーン

架 空 線 接 近
 有り 対

策

 有り 対
策

 有り 対
策 無し  無し  無し

オ
ペ
レー

タ
確
認
事
項

チ ェ ッ ク
確　　認　　事　　項

Ａ Ｂ Ｃ 【運用方法】 【参考：安衛法・安衛則の条文の要約】
資格証・免許証は携帯しているか 1. １台毎、使用日毎に実施する。 安衛法　第29条の2

安衛則　第634条の2

安衛法　第30条の五項
　　　(安衛則638条の3)　　
　　　(安衛則638条の4)　

機械が転倒するおそれのある場所・労働省令で定める場所において、作業をおこなうときは、元方事
業者として関係請負人に対し、関係請負人が危険防止措置を適切に講ぜられるよう、技術上の指導
するとともに、危険防止に必要な資材の提供や関係請負人と共同して、危険防止の措置を講じなけ
ればならない。
法第29条の2の労働省令で定める場所とは、「機械が転倒する場所」であり、対象機械は、「移動式ク
レーン」「基礎工事用機械」である。
特定元方事業者は、作業の工程、作業に使用する機械・設備等の計画を作成することともに、関係
請負人が作成した作業計画が､特定元方の計画と適合しているか､確認と指導をしなければならない
｡(機体重量3t以上の車両系建設機械､吊上げ荷重げ荷重3t以上の移動式クレーン)　　　　　　　　　　　
移動式クレーンは､作業方法･転倒防止措置､作業員の配置が定められているか確認する。

作業方法・作業内容を理解したか 2. 経路は｢元請担当者｣→｢作業責任者｣→｢オペレータ｣→｢元
請担当者｣とする。玉掛方法・合図方法を理解したか

当該機械の能力で安全作業できるか 3. 使用業者の責任者は、計画内容を記入したうえでオペレータ
ーと打合すること。アウトリガーを最大張り出しにしたか

安全装置は正常に作動するか 4. 作業計画を変更する時に、元請担当者に申し出るとともに、
再度打合せを行うこと。旋回範囲内立入禁止措置はよいか

作業前の始業点検をしたか



車 両 系 建 設 機 械 作 業 計 画 書
共同作業者
サ イ ン

作業所
※作業主任者・作業指揮者・誘導者名は本人の直筆サインで記入のこと。

統 責 者 元方管理者 担　　当　　者 　　【作業場所及び作業範囲と運行経路図】　　　重要なポイントは赤で記入する。

機械位置､組合せの機械位置､移動経路と移動位置､旋回方向､速度制限､立入禁止措置､作業主任者の位置､誘導者の位置等を記入

打 合 せ 日

車両系建設機械使用の作業名 業　者　名 印

作　　　業　　　期　　　間

～

 (区分)　　(　　チェック) 機　械　名　称 能力 台数 所　有　者 次数 運　転　者

使
　
　
用
　
　
機
　
　
械

整地・運搬・積込用機械

掘削用機械

基礎工事用機械

締固め用機械

解体用機械

コンクリート打設用機械

計
　
　
　
　
画
　
　
　
　
内
　
　
　
　
容

 選任・指名
　　(　)内には氏名を記入

作 業 主 任 者 ( ） 作 業 指 揮 者 ( ）

誘 導 者 無 有 ( ） そ の 他

 合　図　の　方　法 手 笛 旗 無線

 危険範囲立入禁止措置 監視人 バリケード トラロープ カラーコーン 警報装置

 地　　　　　形 平　地 傾斜地( °) 段差地 作 業 面 広い 狭い

 地　　　　　質 硬岩 軟岩 礫 砂礫 砂 シルト 粘性土 泥炭

 埋設物・架空線近接と
 防護の方法

埋 設 物 無 有 (GL- ｍ) 架 空 線 無 有 (離れ ｍ)

防護方法( )

 機械転倒危険場所と
 転倒防止措置

危 険 場 所 無 有 （ )

防止措置( )

オ
ペ
レー

タ
確
認
事
項

確　　認　　事　　項 作業方法・内容　　　　　
（具体的・簡潔に記入）

安全対策　　　　　　
（予測危険に対する措置内容）

資格証・免許証は携帯しているか 【参考：安衛法・安衛則の条文の要約】

作業方法・作業内容を理解したか 安衛法　第29条の2

安衛則　第634条の2

安衛法　第30条の五項
　　　(安衛則638条の3)　　
　　　(安衛則638条の4)　
安衛法　第155条

機械が転倒するおそれのある場所・労働省令で定める場所において、作業をおこなうときは、元方
事業者として関係請負人に対し、関係請負人が危険防止措置を適切に講ぜられるよう、技術上の
指導するとともに、危険防止に必要な資材の提供や関係請負人と共同して、危険防止の措置を講
じなければならない。
法第29条の2の労働省令で定める場所とは、「機械が転倒する場所」であり、対象機械は、「移動式
クレーン」「基礎工事用機械」である。
特定元方事業者は、作業の工程、作業に使用する機械・設備等の計画を作成することともに、関係
請負人が作

合図法を理解したか

当該機械の能力で安全作業できるか

用途外使用をしていないか

安全装置は正常に作動するか

作業範囲内立入禁止措置はよいか

始業前点検はしたか



移 動 式 ク レ ー ン 作 業 内 容 等 通 知 書

移動式クレーン運転士 平成　　年　　月　　日（　　曜）

会社名 当社通知者

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 殿 （本人受領サイン） 氏名

下記の通り作業内容等、労働安全衛生法第３３条第２項、同則第６６７条に基づき通知します。

作　　　業　　　内　　　容　　　等

作業指揮者の氏名 所属会社

作　業　計　画　図
作業名

記　載　事　項 吊能力 　主巻　　　　ｔ 補巻　　　　ｔ
吊り上げる荷の品名、重量 荷の吊り上げ位置場所 荷降ろし場所 連絡合図の方法・合図位置 　玉掛方法(吊り方) 作業半径

移動式クレーンの据付場所・方向 アウトリガーの張出位置・敷板の使用 据付場所の地盤強度耐力・敷鉄板等による養生

注
　
　
意
　
　
事
　
　
項

詳細は作業指揮者と打合わせて作業する事
当
 

社
 

確
 

認
 

事
 

項

項　　　　　目 確認

絶対に定格荷重を越えて運転しない事 移動式クレーン検査証

絶対に過負荷防止装置・過巻き防止装置等安全装置
移動式クレーン運転免許証

を解除して運転しない事

アウトリガーは最大限に張出し、敷板中央に設置の事 始業前点検表（月例・年次）

補巻・主巻とも自由降下の禁止の事
クレーン性能表等をオペレーターより受け取り
作業指揮者に渡す

本書で指示された作業以外の作業は、当社から新た
に指示があるまではしない事



車 両 系 建 設 機 械 作 業 内 容 等 通 知 書

車両系建設機械運転者 平成　　年　　月　　日（　　曜）

会社名 当社通知者

氏名　　　　　　　　　　　　　　　 殿 （本人受領サイン） 氏名

下記の通り作業内容等、労働安全衛生法第３３条第２項、同則第６６７条に基づき通知します。

作　　　業　　　内　　　容　　　等

作業指揮者の氏名 所属会社

作　業　計　画　図
作業名

記　載　事　項 能 力 　　　　ｍ3  機体重量　　　　ｔ
作業内容・方法・作業区域・範囲 重機車輌の運行経路・制限速度 立入禁止区域の設定と明示措置 傾斜地の勾配と逸走防止措置

作業員・誘導員・合図者の配置状況 重機の転落転倒防止措置の内容 据付場所の地盤強度耐力・敷鉄板等による養生

注
　
　
意
　
　
事
　
　
項

詳細は作業指揮者と打合わせて作業する事
当
 

社
 

確
 

認
 

事
 

項

項　　　　　目 確認

絶対に機械の能力を越えての運転や用途外使用をしない事 特定自主検査済票の貼付

絶対に安全装置を解除して運転しない事 車両系建設機械技能講習終了証

作業を行う時は、機体を水平に設置する事 始業前点検表

荷重及びエンジンをかけたまま、運転席を離れない事
機械性能表等をオペレーターより受け取り
作業指揮者に渡す

本書で指示された作業以外の作業は、当社から新た
に指示があるまではしない事



月度　安全衛生管理活動表
施  工  業  者  名

（平成　　年　　月　　日　　作成） 安 全 衛 生 責 任 者 　　 印

作業内容 施工業者 作業期間 必要とする資格
機械類の稼働状況

安全対策の具体的方法
当月持込機械 台数 持込済機械 台数

安全衛生管理方針・重点目標 行事計画（安全施工サイクル）

１． 行　　事 内　　　　　容 実　　施

１．

２．

２．

３．

３．

４．

４．

博多港管理株式会社



記入例

　４月度　安全衛生管理活動表
施  工  業  者  名  博多港管理株式会社

（平成２８年　４月　１日　　作成） 安 全 衛 生 責 任 者 藤田 弘実 　　 印

作業内容 施工業者 作業期間 必要とする資格
機械類の稼働状況

安全対策の具体的方法
当月持込機械 台数 持込済機械 台数

汚濁防止膜撤去 博多港管理㈱ 4/15～4/20 海上起重作業管理技士 クレーン付台船 1 クレーン災害の防止

移動式クレーン免許 押船 1 ・吊り荷の下、移動範囲内への立入禁止の徹底

海技免状 作業船 1 ・合図の統一、確認の徹底

玉掛（技） 揚錨船 1 ・有資格者による作業の徹底

動力巻上げ機（特） 潜水士船 1

潜水士免許 台船 1 潜水災害の防止

潜水送気調節（特） ・潜水器具の点検、整備の徹底

・潜水士の健康状態の確認

・潜水士の潜降・浮上の監視の徹底

船舶衝突災害の防止

・入出港船の事前把握、各船への周知

・無線連絡の徹底

・他船舶の動向確認の徹底

安全衛生管理方針・重点目標 行事計画（安全施工サイクル） ・気象・海象の把握

１．クレーン災害の防止 行　　事 内　　　　　容 実　　施

１．朝礼 作業前ミーティング、危険予知活動 全員

２．潜水災害の防止

２．始業前点検 作業開始前点検（持込機械、器具） 各担当者

３．船舶衝突災害の防止

３．作業中 指示・監督（作業手順遵守状況の確認、不安全設備・ 安全衛生責任者

４． 　　　　　　不安全行動の排除）

４．清掃・片付け 持場、持込み機械、器具の清掃・片付け 全員

博多港管理株式会社



平成　　年　　月度　安全衛生管理計画表
工事名：

０災で行こう！
先
月
の

重
点
目
標

１． 統括安全　
衛生責任者

元方安全　
衛生管理者

担当者 進捗率
２．
３．

％
４．

毎
日
の

サ
イ
ク
ル

１．安全朝礼 ５．翌日の作業定時打合せ 当
月
の

重
点
目
標

１． 工　期 ～

２．KYミーティング ６．終業時の持場片付け ２．
概 要３．巡視点検是正確認 ３．

４．作業中の指導監督 ４．

工　　　　　　種 単位 数　量
月

協力業者1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

安全当番職員
行　事　計　画

安全当番会社

機　械　名 規　　格 用　　　途

作
業
の
災
害
防
止

Ａ．月間重点目標の重点実施事項
１． 周囲の安全確認の徹底
２． 始業前点検の完全実施
３． 作業半径内の立ち入り禁止

主要な設備計画
Ｂ．危険予知
１． 持場ＫY

（重点管理及び主要対策） ２． 即時ＫY

４月のワイヤー点検色
C．安全衛生点検事項
１． 日々の健康チェック
２． 作業終了時の整理整頓

博多港管理株式会社



災 害 防 止 協 議 会 規 定

１．名　　称

２．所 在 地

３．設置期間

Ⅰ　総　　則

１．目 　的

　本協議会は、労働安全衛生法第30条「特定元方事業所等の講ずべき措置」に基づく協議組織

であり、会員相互の協議により、　　　　　における統括管理の円滑なる運営を図り、

もって関係労働者の災害防止に寄与することを目的とする。

２．用語の定義

　この規定における主要な用語の定義は、次のとおりとする。

（１）関係請負人とは、特定元方事業者である博多港管理株式会社が統括管理義務を有する

　　工事関係事業者をいう。

（２）関係労働者とは、博多港管理株式会社及び関係請負人の使用する労働者をいう。



Ⅱ  構　　成

１．会 　員

　協議会は、統括安全衛生責任者（作業所長）をはじめ、元請業者の関係職員及びすべての

関係請負人を会員とする。

２．代理人

　会員は、協議会に参加することが著しく困難な場合、代理人を参加させることができる。

この場合、関係請負人は当該代理人に対し、必要なすべての権限を与えなければならない。

３．会員の入会

　会員は、遅滞なく　　　　　　災害防止協議会に入会することとする。

４．役　員

　協議会に次の役員を置く。

　（１）会　長 １名 （作業所長）

　（２）副会長 １名 （会員の中から互選により選出する）

　（３）幹　事 若干名 （必要に応じ、会員の中から互選により選出する）



Ⅲ  運　　営

１．会議の開催

　（１）本会議

　本会議は、定例会議及び臨時会議とする。

①　定例会議は毎月第　週の　曜日に開催する。

②　臨時会議は、会長が必要と認めたとき召集する。

　（２）本会議の議事

　本会議では、次の事項を協議する。

①　現場の安全衛生管理方針・重点目標・安全対策の具体的方法 

②　指示・指導事項と具体的方策及び伝達事項

③　前回の決議事項の確認・反省

④　今月の工程・安全衛生管理計画

⑤　作業間の連絡及び調整に関する事項

⑥　作業場内の巡視に関する事項

⑦　労働安全衛生規則「特別規制」第635条～第642の2に揚げる事項

⑧　安全衛生に関する諸行事に関する事項

⑨　その他労働災害防止に関する事項



　（３）役員会

　会長は、次の事項につき、緊急時その他本会議によることが困難と認めた場合に役員を

召集し、役員会の協議をもって本会議の協議にかえることができる。

①　Ⅲ運営の（２）本会議の議事の②及び③の事項

②　その他緊急やむをえざる事項

　（４）分会の設置

　協議会は、必要に応じて分会を設けることができる。

２．職　務

　（１）会　長

　会長は、協議会を代表し、本会議及び役員会の運営にあたる。

　（２）副会長

　副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代行する。

　（３）幹　事

　幹事は、各関係請負人への連絡、協議会の開催、議事録の作成、その他庶務をつかさどる。

　（４）会　員

　会員は、協議会に参加するとともに、会議で協議された事項につき、各自の関係労働者に

周知徹底させる。



３．事　務

　（１）事務処理

　協議会の事務は、博多港管理が処理する。

　（２）議事録の作成と保存

　会議は、議事録を作成し、本工事災害防止協議会がこれを保存する。

工事終了後は博多港管理株式会社に移管するものとする。

附　則

　この規定は、平成　　年　　年　　日から実施する。



災 害 防 止 協 議 会 規 定（記入例）

１．名　　称 ○○○○工事 災害防止協議会

２．所 在 地 福岡市○区○○

博多港管理㈱○○○○工事作業所内

３．設置期間 平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

Ⅰ　総　　則

１．目 　的

　本協議会は、労働安全衛生法第30条「特定元方事業所等の講ずべき措置」に基づく協議組織

であり、会員相互の協議により、○○○○工事における統括管理の円滑なる運営を図り、

もって関係労働者の災害防止に寄与することを目的とする。

２．用語の定義

　この規定における主要な用語の定義は、次のとおりとする。

（１）関係請負人とは、特定元方事業者である博多港管理株式会社が統括管理義務を有する

　　工事関係事業者をいう。

（２）関係労働者とは、博多港管理株式会社及び関係請負人の使用する労働者をいう。



Ⅱ  構　　成

１．会 　員

　協議会は、統括安全衛生責任者（作業所長）をはじめ、元請業者の関係職員及びすべての

関係請負人を会員とする。

２．代理人

　会員は、協議会に参加することが著しく困難な場合、代理人を参加させることができる。

この場合、関係請負人は当該代理人に対し、必要なすべての権限を与えなければならない。

３．会員の入会

　会員は、遅滞なく○○○○工事災害防止協議会に入会することとする。

４．役　員

　協議会に次の役員を置く。

　（１）会　長 １名 （作業所長）

　（２）副会長 １名 （会員の中から互選により選出する）

　（３）幹　事 若干名 （必要に応じ、会員の中から互選により選出する）



Ⅲ  運　　営

１．会議の開催

　（１）本会議

　本会議は、定例会議及び臨時会議とする。

①　定例会議は毎月第　週の　曜日に開催する。

②　臨時会議は、会長が必要と認めたとき召集する。

　（２）本会議の議事

　本会議では、次の事項を協議する。

①　現場の安全衛生管理方針・重点目標・安全対策の具体的方法 

②　指示・指導事項と具体的方策及び伝達事項

③　前回の決議事項の確認・反省

④　今月の工程・安全衛生管理計画

⑤　作業間の連絡及び調整に関する事項

⑥　作業場内の巡視に関する事項

⑦　労働安全衛生規則「特別規制」第635条～第642の2に揚げる事項

⑧　安全衛生に関する諸行事に関する事項

⑨　その他労働災害防止に関する事項



　（３）役員会

　会長は、次の事項につき、緊急時その他本会議によることが困難と認めた場合に役員を

召集し、役員会の協議をもって本会議の協議にかえることができる。

①　Ⅲ運営の（２）本会議の議事の②及び③の事項

②　その他緊急やむをえざる事項

　（４）分会の設置

　協議会は、必要に応じて分会を設けることができる。

２．職　務

　（１）会　長

　会長は、協議会を代表し、本会議及び役員会の運営にあたる。

　（２）副会長

　副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代行する。

　（３）幹　事

　幹事は、各関係請負人への連絡、協議会の開催、議事録の作成、その他庶務をつかさどる。

　（４）会　員

　会員は、協議会に参加するとともに、会議で協議された事項につき、各自の関係労働者に

周知徹底させる。



３．事　務

　（１）事務処理

　協議会の事務は、博多港管理が処理する。

　（２）議事録の作成と保存

　会議は、議事録を作成し、本工事災害防止協議会がこれを保存する。

工事終了後は博多港管理株式会社に移管するものとする。

附　則

　この規定は、平成○○年○○年○○日から実施する。
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